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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ４ 国際物流拡大戦略 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ５ 災害に強い交通戦略 
 

 

 
関係機関における連携体制の強化、ホームページや SNS 等による交通情報の発信・多言語化の推

進、気候変動などに伴い激甚化・頻発化する災害への備えとして情報伝達訓練や防災訓練などに引

き続き取り組んでいくとともに、耐災害性の強化や代替性の確保、リスク分散に向けた検討を行う

など、災害や新型コロナウイルスのような新興感染症にも揺るがない信頼性の高い交通の実現をめ

ざす。 

 

 
・災害リスクの高まり 

・台風や大雪、地震等による大規模な交通障害の発生 

・災害時における関係者の連携と迅速な情報発信 

・災害に備えた対策準備 

・物流機能の停滞の回避 

・都市の一極集中から地方へのリスク分散意識の高まり 

 

 

 

 

 

 

■国内の災害履歴（2010 年～） 

出典：北海道建設部調べ 

■道内の津波浸水予測区域・火山災害警戒地域 

出典：北海道建設部調べ 

■道内の冬期間における国道の通行止めの状況 

出典：北海道開発局「令和元年度頻発する暴風雪を踏まえた今冬の取組について」 

■全国の１時間降水量 50㎜以上の年間発生回数 

出典：気象庁 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ５ 災害に強い交通戦略 

 

 

災害時等にも安心できる信頼性の高い交通の実現 

 

 

災害時における交通・物流関係者の連携強化 

 災害時に力を発揮する関係機関の連携体制 

取組内容 取組指標 

■北海道交通・物流連携会議を活用した情報共有と対応強化 

交通事業者や関係機関・団体等が参画する「北海道交通・物流連携会

議」を活用し、関係者間の連携強化により災害時等に迅速・的確に対応

できる体制を整えるとともに、台風や大雪、地震等の災害時における交

通障害の発生に際し、代替交通も含めた情報が利用者に適切に提供され

るよう、国や交通事業者等と連携した取組を進める。 

 

○北海道交通・物流連携会議

を定期的に開催し、連携体

制を強化 

[関係者] 国、道、交通事業者、物流事業者、観光・経済・産業団体 等 

■広域港湾ＢＣＰの実効性の向上 

本道は物流の大半を海上輸送に依存していることから、災害発生後の

港湾物流機能の継続を円滑かつ確実に実施していくため、定期的な訓練

の実施や教育・啓発等を通じ、広域港湾ＢＣＰの実効性の向上及びそれ

に資する関係者の意識向上を図る。 

[関係者] 国、道、交通事業者、市町村、各種団体、港湾管理者 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ５ 災害に強い交通戦略 

 

住民だけでなく、旅行者も安心できるサポート体制・情報発信の強化 

 旅行者等に寄り添う地域サポート体制の構築 

取組内容 取組指標 

■交通障害発生時のみならず、感染症拡大にも対応する危機管理 

大規模な交通障害発生時のみならず、感染症の拡大などにも対応する

危機管理として、旅客施設での旅行者の適切な誘導や災害時に備えた毛

布・寝袋などの物資の備蓄、運行状況等の一元的な情報発信など、関係

機関が連携し、サポート体制の構築に向けて取組を進める。 

 

○大規模な交通障害発生時等

において、関係者が連携し

た復旧や対応に取り組む 

[関係者] 国、道、交通事業者、旅客施設管理者、民間企業、住民 等 

 

激甚化・頻発化する災害に備えた訓練の実施と防災・減災対策 

 災害の備えとした各種訓練の実施と防災・減災対策の検討 

取組内容 取組指標 

■災害時の訪日外国人旅行者に対する情報伝達訓練の実施 

北海道を訪れる外国人旅行者を対象として、大規模地震等の発生時に

おける交通情報や避難情報をテンプレートに集約し、わかりやすく宿泊

施設、鉄道駅、空港で情報提供できるよう、情報伝達訓練を実施する。 

 

○関係機関と連携した 

各種訓練を実施 

 

○緊急輸送道路上等の 

橋梁の耐震化率（道道） 

 0％（H30） 

→33％（R7） 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、観光団体、JNTO、報道機関 等 

■大規模自然災害を想定した防災訓練の実施 

防災関係機関相互の連絡協調体制の確立や実践的能力の養成により、

各種災害の発生に際しての災害応急対策の迅速化、的確化を図るととも

に、訓練を通じ、広く住民の防災思想の普及を図る。 

[関係者] 国、道、市町村、各種団体、民間企業、住民 等 

■災害物流専門家研修の実施 

大規模災害発生時における緊急支援物資の円滑な流通を支援するた

め、会員事業者や各都道府県トラック協会の職員を対象に支援物資の仕

分け管理などに特化した研修を開催し、災害物流専門家の育成に向けて

取組を進める。 

[関係者] トラック協会 

■防災・減災対策による耐災害性の強化や代替性の確保 

暫定２車線区間の４車線化や高速道路と国道のダブルネットワーク化

による強靱で信頼性の高い道路ネットワークの構築を促進するととも

に、道の駅の防災拠点化、緊急輸送道路や避難路上の橋梁の耐震対策に

取り組む。また、空港や駅など重要施設における非常用電源設備の整備

や燃料確保の促進に加え、新千歳空港の被災による機能不全といった事

態を想定した、道内地方空港による代替機能の発揮など、多様な交通機

関による代替性の確保を図りながら、防災・減災、国土強靱化に向けた

取組を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、道路管理者、NEXCO 東日本、北海道エアポート、交通事業者 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ５ 災害に強い交通戦略

 

企業等のリスク分散の動きを捉えたオフィスの誘致 

 首都圏との同時被災リスクが低い、道内へのオフィス分散化の提案 

取組内容 取組指標 

■道内を企業等のバックアップ拠点としたオフィスの誘致 

新型コロナウイルス感染症の影響による企業等のリスク分散の動きを

捉えたバックアップ拠点として、首都圏との同時被災リスクが低い道内

への生産拠点や本社機能、IT 開発拠点等のオフィス分散化を提案してい

くなど、サテライトオフィスの立地も含めた誘致に向けて取組を進める。 

 

○リスク分散による 

企業立地件数 

24 件/年度（H28～H30 平均） 

→125 件（R2～R6 累計） 

[関係者] 道、市町村、経済団体、民間企業 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ５ 災害に強い交通戦略 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ６ ウィズコロナ戦略 

 

 

  
新型コロナウイルス感染症拡大の影響は、人々の健康や生活のみならず、行動・意識・価値観、

さらには、経済、社会、国際情勢にまで多方面に及んでいる。 

 この影響は、広範囲で長期にわたることが想定されるため、変化を取り入れ、多様性を活かし、

リスクに強い強靱性を高めながら、新しい生活様式「新北海道スタイル」を、行政や道民はもとよ

り、来道者を含む公共交通利用者と事業者双方が引き続き実践していくことで、ウィズコロナ時代

においても安心して利用できる公共交通の実現をめざす。 

 

 

＜新しい生活様式「新北海道スタイル」への対応＞ 

・３密（密集・密接・密閉）の回避 

・外出の自粛や感染流行地域（から/へ）の移動を控える 

・身体的距離の確保 

・マスクの着用、こまめな換気、定期的な消毒・洗浄 

・オンラインの活用 など 

＜ライフスタイル・ビジネススタイルの変化＞ 

・テレワークや WEB 会議、事前決済など接触機会の減少に資する情報技術の活用 

・混雑回避、徒歩や自転車の利用 

・電子決済や通販の利用 

＜人流・物流の変化＞ 

・感染リスクが高まるとの懸念から、公共交通利用を回避し、輸送需要は大幅に減少 

・物流の供給途絶リスクに対応したサプライチェーンの変化 

・e コマースの拡大による小口宅配需要の増加 

 

「新北海道スタイル」とは 

 新型コロナウイルスとの戦いが長期

化している中、国が示した「新しい生

活様式」の道内での実践に向けて、北

海道全体で感染リスクを低減させるた

めに従来のライフスタイルやビジネス

スタイルを変革させていく取組。 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ６ ウィズコロナ戦略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

■テレワークの導入状況 ■従業員のテレワーク利用割合 

■コロナ禍におけるキャッシュレス決済 

出典：(株)JCB 調べ 

■サプライチェーンの寸断の一例 

出典：経済産業省「産業構造審議会 通商・貿易分科会資料」 

■現実の感染・死亡リスクと認識の差 

出典：(公社)土木学会土木計画学研究委員会 

「新型コロナウイルスに関する行動・意識調査」 

■各交通モードの対前年（R1）との比較 

出典：北海道経済部「道内民間企業におけるテレワーク普及実態調査」 

出典：(一社)北海道バス協会、全国ハイヤー・タクシー連合会、北海道旅客鉄道(株)、エアライン各社からの提供データを元に道が作成 

 

（Ｒ２） 

 

出典：北海道経済部「道内民間企業におけるテレワーク普及実態調査」 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ６ ウィズコロナ戦略 

 

 

感染症対策と公共交通利用の両立 

 

 

利用促進に向けた安全・安心の確保と情報発信の強化 

 北海道全体で取り組む「新北海道スタイル」の実践 

取組内容 取組指標 

■「新北海道スタイル」の実践と取組の見える化 

行政をはじめ、道民と事業者双方が、マスクの着用や３密（密閉・密

集・密接）の回避、手洗いの徹底など「新北海道スタイル」を実践する

ことで感染リスクを低減させるとともに、業界別ガイドラインの PDCA

の実施、取組の可視化により新たな需要を取り込むビジネスチャンスに

繋げるなど、皆が知恵を出し合いながら新しい社会の構築に向けて挑戦

する。 

 

○利用促進に向けた安全・安

心の確保と情報発信の強化

に向けた取組を推進 

 

○観光・旅行全体に対して 

｢とても満足した｣とする割合 

・道内客 31.6％（R1） 

・道外客 44.3％（R1） 

・外国人客 51.3％（R1） 

→R7 目標値は、「北海道観光のくにづく

り行動計画」設定指標に準ずる 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、各種団体、民間企業、住民 等 

■安全・安心に関する情報発信の強化 

誰もが安心して移動いただけるよう、「新北海道スタイル」の浸透・定

着はもとより、飲食店や観光地など人が集まる様々な場所での感染症対

策を可視化するとともに、公共交通機関の安全性や対策状況を正確に利

用者に伝えていくなど、関係者が一体となって安全・安心に関する情報

発信を強化する。 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、観光団体、民間企業 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ６ ウィズコロナ戦略 

 

取組内容 取組指標 

■接触機会の減少による感染リスクの低減と安心感の創出 

公共交通機関や商業施設等での混雑状況の可視化による利用時間の選

択や、空気中の CO2濃度の測定により換気を促進する衛生環境の保全技

術の活用、宅配サービスの拡充など、接触機会の減少に資するサービス

の活用により、感染リスクの低減と安心感を創出する。 

 

○交通拠点や交通機関に 

おける感染症対策を徹底 

 

○交通需要の回復と交通事業

者が行う感染拡大防止策の 

 積極的な広報活動の展開 

 

 

 

 

[関係者] 交通事業者、物流事業者、観光団体、民間企業 等 

■道外からの玄関口における水際対策の徹底 

道外からの玄関口である空港や港湾、新幹線駅等において、到着者へ

の注意喚起を図る観点から、館内放送やポスターの掲示、リーフレット

の配架による「新北海道スタイル」の周知徹底を図るとともに、空港で

の検温機器の設置、駅や列車内、船内等での換気強化、密接回避、消毒

の徹底、クルーズ船の入港に際しての関係者間における事前調整など、

ガイドライン等に基づき感染症対策を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、港湾管理者、旅客船事業者 等 

■コロナ禍で失われた交通需要の回復 

 交通需要の回復及び交通事業者における感染拡大防止策の徹底を図る

ため、「新北海道スタイル」に取り組む交通事業者が実施する乗り放題乗

車券等の販売を支援するとともに、交通事業者による感染拡大防止の取

組等について、積極的な広報活動を展開する。 

[関係者] 道、交通事業者 等 

 

新たな日常を支えるデジタル化の積極的な活用 

 デジタル化の活用によるサービスの向上 

取組内容 取組指標 

■非接触型サービスの拡大による移動の質の向上 

オンラインによる予約や事前決済、電子チケット機能、QR コードを活

用したキャッシュレス化など、MaaS 等による非接触型サービスの拡大に

より、感染リスクの低減を図りながら、移動の質の向上に向けて取組を

進める。 

 

○サービス向上に資する 

デジタル化の活用に向けた 

取組を推進 

 

○観光消費額 

・道内客１人当たり 

13,432 円（R1） 

→15,000 円（R7） 

・道外客１人当たり 

72,316 円（R1） 

→79,000 円（R7） 

・外国人客１人当たり 

143,292 円（R1） 

→209,000 円（R7） 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、観光・経済団体、民間企業 等 

■ICT を活用した情報連携によるサービスのシームレス化 

アプリとアプリを繋げ、機能性を拡張させることで便利にする API 連

携により、多様なサービス提供を可能にするとともに、AI を登載したレ

コメンド機能により、ユーザーの属性や趣味嗜好を踏まえたおすすめ商

品や旅行等の提案を可能にするなど、ICT を活用した満足度の向上と  

サービスのシームレス化に向けて取組を進める。 

⇒ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる 

デジタルトランスフォーメーション（DX）[部分最適から全体最適へ] 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、物流事業者、民間企業 等 

 


